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2021年の貿易（通関ベース）は、輸出が前年比32.7％増の412億2,400万ドル、輸入は
40.5％増の611億100万ドルといずれも新型コロナウイルスのパンデミック前の水準を上回っ
た。貿易統計を国別にみると、引き続き米国が最大の輸出相手国であるものの、中国が米国を
抜き最大の輸入相手国となった。対内直接投資額も前年比24.8％増の93億1,000万ドルで、
サービス業からエネルギー分野まで幅広いセクターへの投資があった。

■輸出入ともにパンデミック前の水準を上回る
2021年の貿易（通関ベース）は、輸出が前年比32.7％増の412億2,400万ドル、輸入は40.5％増の611

億100万ドルだった。貿易収支は198億7,700万ドルの赤字で、前年から74億4,400万ドル拡大した。貿

易額を2019年と比較すると、輸出が4.4％増、輸入が15.9％増と、いずれも新型コロナのパンデミック

前の水準を上回った。

輸出の55％を占める伝統産品は226億2,095万ドルで、前年比43.1％増加した。伝統産品を品目別に

みると、石油・同派生品では、輸出量は13.0％減少したものの、資源価格高騰により金額は52.8％増、

石炭も輸出量は16.2％減だが、金額は35.7％増だった。コーヒーも輸出量は1.2％減だったが、輸出額

は26.4％増となった。コロンビアコーヒー生産者連合会（FNC）によると、コロンビア産コーヒー豆

の国際取引価格は2021年平均で 1 ポンド当たり約 2 ドルと、前年比30.0％上昇した。

主要国・地域別では、最大の仕向け先の米国が109億6,000万ドルで前年比22.8％増だった。次いで、

中国（36億1,700万ドル、31.5％増）、パナマ（24億2,600万ドル、69.8％増）、インド（20億8,200万ド

ル、2.6倍）だった。インド向けは、 9 割を占める燃料が2.7倍に伸びたほか、真珠・貴石が5.4倍の大

幅増となった。また、EU最大の仕向け先オランダは、主要品目の鉱物燃料・同派生品が前年比 2 倍、

3 割を占める青果類が25.3％増となり、全体では40.4％増の 9 億8,100万ドルとなった。

■中国が米国を抜いて最大の輸入相手に
2021年の輸入は、前年比40.5％増の611億100万ドルだった。輸入全体の77.1％を占める工業品は

40.5％増の470億8,200万ドル、14.7％を占める農林水産物・食品・飲料は29.1％増の90億400万ドルと

なった。品目別にみると、首位の自動車が53億8,000万ドルで40.2％増、次いで医薬品が41億1,900万

ドルで53.7％増だった。

主要国・地域別では、中国が前年比42.3％増の147億9,600万ドルで、米国を抜いて最大の輸入相手

国となった。録画・映像機器が29.1％増となったほか、鉄鋼が3.2倍に増加した。米国は140億7,100万

ドルで33.5％増だった。主要品目の燃料、鉱油が59.7％増となり、有機化学製品も 64.4％の大幅増と
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
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2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
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少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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なった。

■製造業への投資が
大幅増加
対内直接投資額（国

際収支ベース、ネッ

ト、フロー）は前年比

24.8％増の93億1,000万

ドルだった。産業部門

別で最大の投資先は、

金融で23億500万ドル

（20.0％増）、次いで

製 造 業 が13億4,500

万ドル（50.5％増）、

電力・ガス・水道

が10億5,200万 ド ル

（37.7％増）と続い

た。

国別にみると、

米国が前年比7.3％

減の17億910万ドル

で最大の投資国と

なった。以下、ス

ペ イ ン（14億4,220

万ドル）、オランダ

（13億9,900万ドル）、

ス イ ス（10億7,830

万ドル）と続く。

コロンビア貿易

投資観光促進機構

によると、2021年に同機構が誘致した非鉱業部門のプロジェクトは35カ国から170件で、10万7,000人

の雇用創出につながった。主な対内投資案件としては、KPO（ナレッジ・プロセス・アウトソーシ

ング）サービスを提供する米オプタムによるサービスセンター開設、インドのオートバイメーカー、

ロイヤル・エンフィールドによる組み立て事業のスタート、フランスのSEBグループによる太陽光

発電プラント建設などがある。サービス業からエネルギーまで幅広いセクターへの投資が広がった。

表 1　コロンビアの主要品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100万ドル、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

農林水産・食品・飲料 7,873 9,440 22.9 19.9 農林水産物・食品・飲料 6,973 9,004 14.7 29.1
コーヒー、茶、カカオ、香辛料 2,927 3,634 8.8 24.2 穀物・同調整品 2,126 2,756 4.5 29.6
肉類・野菜類の未加工品 1,503 1,844 4.5 22.7 飼料 928 1,248 2.0 34.4
豆類・果実 1,405 1,552 3.8 10.5 鉱物性燃料・非鉄金属など 2,947 4,931 8.1 67.3

鉱物性燃料・非鉄金属など 13,310 19,686 47.8 47.9 石油・同派生品 2,047 3,703 6.1 80.9
石油・同派生品 8,728 13,336 32.4 52.8 工業品 33,504 47,082 77.1 40.5
石炭・コークスなど 4,166 5,652 13.7 35.7 自動車 3,837 5,380 8.8 40.2

工業品 6,946 8,939 21.7 28.7 医薬品 2,679 4,119 6.7 53.7
プラスチック原料 846 1,375 3.3 62.6 通信機器・映像再生機 3,244 3,924 6.4 21.0
鉄鋼 518 661 1.6 27.5 鉄鋼 1,411 3,086 5.1 118.7
エッセンシャルオイル・芳香剤など 592 651 1.6 10.0 有機化学品 1,921 3,026 5.0 57.5
電気製品、家電製品 528 651 1.6 23.3 電気機器・同部品 1,771 2,448 4.0 38.3
金属製品 410 599 1.5 46.2 一般産業機械・同部品 1,906 2,359 3.9 23.7
化学製品 496 588 1.4 18.4 プラスチック原料 1,235 2,096 3.4 69.8
被服・アクセサリー 349 530 1.3 51.8 織物および繊維製品 1,538 1,869 3.1 21.5

その他 2,927 3,159 7.7 7.9 事務機・自動データ処理機 1,371 1,694 2.8 23.6
金（マネタリーゴールド除く） 2,911 3,141 7.6 7.9 化学製品 1,220 1,537 2.5 25.9

合計 31,056 41,224 100.0 32.7 合計（その他含む） 43,489 61,101 100.0 40.5
〔注〕金額は暫定値。構成比は全て総額に対する比率。
〔出所〕国家統計庁（DANE）

表 2　コロンビアの主要国・地域別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100万ドル、％）

輸出（FOB) 輸入(CIF)
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

北米 10,497 12,864 31.2 22.5 北米 14,217 18,848 30.8 32.6
米国 8,922 10,960 26.6 22.8 米国 10,540 14,071 23.0 33.5
メキシコ 1,161 1,203 2.9 3.6 メキシコ 2,926 3,800 6.2 29.9
カナダ 415 702 1.7 69.2 カナダ 751 977 1.6 30.0

ALADI（メキシコを除く） 6,405 9,321 22.6 45.5 ALADI（メキシコを除く） 5,708 7,982 13.1 39.9
アンデス共同体 2,430 2,967 7.2 22.1 アンデス共同体 1,798 2,210 3.6 22.9

ボリビア 103 127 0.3 24.0 ペルー 681 856 1.4 25.7
エクアドル 1,474 1,758 4.3 19.3 エクアドル 790 830 1.4 5.1
ペルー 854 1,081 2.6 26.6 ボリビア 327 524 0.9 60.2

その他ALADI（メキシコを除く） 3,974 6,355 15.4 59.9 その他ALADI（メキシコを除く） 3,910 5,772 9.4 47.6
パナマ 1,429 2,426 5.9 69.8 ブラジル 2,435 3,502 5.7 43.8
ブラジル 1,274 2,049 5.0 60.8 アルゼンチン 724 1,300 2.1 79.5
チリ 774 1,090 2.6 40.8 チリ 604 752 1.2 24.4
ベネズエラ 196 331 0.8 69.0 ウルグアイ 66 87 0.1 33.0
アルゼンチン 211 295 0.7 40.0 ベネズエラ 28 69 0.1 151.8
キューバ 24 96 0.2 301.3 パナマ 23 41 0.1 78.9
パラグアイ 28 38 0.1 33.8 パラグアイ 26 17 0.0 △ 36.7
ウルグアイ 38 30 0.1 △ 21.8 キューバ 3 4 0.0 12.1

EU 3,600 4,446 10.8 23.5 EU 5,817 8,236 13.5 41.6
オランダ 699 981 2.4 40.4 ドイツ 1,644 2,065 3.4 25.6
イタリア 961 877 2.1 △ 8.7 フランス 958 1,474 2.4 53.9
ドイツ 497 723 1.8 45.7 スペイン 798 1,289 2.1 61.6
スペイン 499 710 1.7 42.2 イタリア 679 899 1.5 32.3
ベルギー 423 562 1.4 32.9 オランダ 251 489 0.8 94.7
その他 521 592 1.4 13.6 その他 1,487 2,020 3.3 35.9

アジア 4,557 6,885 16.7 51.1 アジア 13,241 18,932 31.0 43.0
日本 402 468 1.1 16.3 日本 879 1,269 2.1 44.3
中国 2,751 3,617 8.8 31.5 中国 10,399 14,796 24.2 42.3
インド 795 2,082 5.1 161.8 インド 937 1,378 2.3 47.1
韓国 572 586 1.4 2.4 韓国 676 969 1.6 43.2

合計（その他含む） 31,056 41,224 100.0 32.7 合計（その他含む） 43,489 61,101 100.0 40.5
〔注〕①  ラテンアメリカ統合連合（ALADI）は、アルゼンチン、ボリビア、ブラジル、チリ、コロンビア、キューバ、エクアドル、メキシコ、パナ

マ、パラグアイ、ペルー、ウルグアイ、ベネズエラからなる。アンデス共同体は、ボリビア、コロンビア、エクアドル、ペルーからなる。
②金額は暫定値。

〔出所〕国家統計庁（DANE）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所
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2022 （【国名】）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。

― 2 ―

Copyright©2020JETRO　世界貿易投資動向シリーズ（中国）

CW6_A8284D50_中国.indd   2 2020/12/04   9:40:31

2022

─2─

（コロンビア）



■対日貿易は鉱物性
燃料が大幅増加
2021年の対日輸出は

前 年 比16.3% 増 の 4 億

6,783万ドル、対日輸入

は44.3％増の12億6,894万

ドルで、貿易収支は 8

億111万 ド ル の 赤 字 と

なった。増加額は輸

入が輸出を上回り、

赤字額は前年から 3

億2,439万ドル拡大し

た。

対日輸出を主要品

目別にみると、構成

比で46.2％と最大の

コーヒー、紅茶、ス

パイスが 2 億1,631万

ドルで、前年比7.5％

増となった。次いで、

21.2％を占める鉱物

性燃料は9,914万ドル

で31.4 ％ 増、 1 割 強

を占める花卉は5,231

万ドルで6.7％増加した。

対日輸入を主要品目別に

みると、工業製品が大半を

占める。構成比の高い順に、

鋳鉄、鉄鋼が前年比約 2 倍

の 3 億8,844万ドル、自動車

製品、部品が56.0％増の 3

億8,515万ドル、ボイラー、

機械および部品が25.7％増

の 2 億4,092万ドルと、上位 3 品目で全体の80％を占める。

2021年の日本からの直接投資額は前年比26.1％減の2,200万ドルだった。対内直接投資総額のわずか

0.2％に過ぎない。2018年12月19日に署名された日本コロンビア租税条約は、日本側では2019年 5 月

表 4　コロンビアの国・地域別対内・対外直接投資＜国際収支ベース、ネット、フロー＞
（単位：100万ドル、％）

対内直接投資 対外直接投資
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

北米 1,465 2,219 23.8 51.4 △ 200 △ 298 ― ―
米国 1,843 1,709 18.4 △ 7.3 132 129 4.1 △ 2.4
カナダ 556 277 3.0 △ 50.3 △ 3 △ 45 ― ―
メキシコ △ 934 233 2.5 ― △ 328 △ 381 ― ―

欧州地域 4,044 4,876 52.4 20.6 673 2,365 74.8 251.3
スペイン 1,709 1,442 15.5 △ 15.6 591 391 12.4 △ 33.8
スイス 594 1,078 11.6 81.5 6 11 0.4 78.3
英国 269 402 4.3 49.5 542 389 12.3 △ 28.2
オランダ 1,113 1,399 15.0 25.7 250 1,198 37.9 379.2
ドイツ 51 150 1.6 195.0 15 △ 22 ― ―
フランス 64 104 1.1 61.0 △ 14 △ 15 ― ―

カリブ島しょ地域 782 792 8.5 1.3 △ 7 105 3.3 △ 1,608.5
ケイマン諸島 △ 8 247 2.7 ― △ 6 31 1.0 ―
バルバドス 54 100 1.1 86.4 12 32 1.0 172.5
バージン諸島 726 219 2.3 △ 69.9 67 135 4.3 100.2

中米 674 652 7.0 △ 3.2 374 652 20.6 74.1
パナマ 613 659 7.1 7.5 277 441 14.0 59.5

南米 708 522 5.6 △ 26.3 824 496 15.7 △ 39.8
ブラジル 63 133 1.4 110.0 422 80 2.5 △ 81.1
ペルー 197 60 0.6 △ 69.6 303 300 9.5 △ 1.0
チリ 298 257 2.8 △ 14.0 7 △ 67 ― ―
ウルグアイ 127 76 0.8 △ 40.2 15 17 0.5 16.3

アジア・大洋州 147 210 2.3 42.6 3 7 0.2 118.5
日本 30 22 0.2 △ 26.1 0 0 0.0 ―
中国 64 82 0.9 28.4 0 7 0.2 18,429.3

合計（その他含む） 7,459 9,310 100.0 24.8 1,686 3,162 100.0 87.5
〔注〕金額は推計値。
〔出所〕コロンビア中央銀行

表 3　コロンビアの業種別対内・対外直接投資＜国際収支ベース、ネット、フロー＞
（単位：100万ドル、％）

対内直接投資 対外直接投資
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

石油 457 811 8.7 77.4 731 382 12.1 △ 47.8
鉱業（石炭含む） 438 933 10.0 112.7
製造業 894 1,345 14.5 50.5 279 662 20.9 137.2
金融 1,920 2,305 24.8 20.0 737 1,192 37.7 61.8
運輸・倉庫・通信 538 1,045 11.2 94.4 △ 163 876 27.7 ―
商業・外食・ホテル 847 755 8.1 △ 10.8 △ 800 △ 87 ― ―
建設 409 325 3.5 △ 20.5 104 0 0.0 △ 100.0
電力・ガス・水道 764 1,052 11.3 37.7 733 162 5.1 △ 77.9
農林水産 193 246 2.6 27.7 △ 2 10 0.3 ―
合計（その他含む） 7,459 9,310 100.0 24.8 1,686 3,162 100.0 87.6

〔注〕金額は推計値。
〔出所〕コロンビア中央銀行

表 5　コロンビアの主な対内直接投資案件（2021年）

業種 企業名 国籍 時期 投資額 概要
サービス オプタム 米国 10月28日 1 億ドル 米ユナイテッド・ヘルスグループ傘下でKPO（ナレッジ・

プロセス・アウトソーシング）サービスを提供するオプタム
は10月、ボゴタ市内にサービスセンターを開設。 5 年間で
1 億ドルを投資する計画。 2 年以内に3,000人の雇用を見込
む。

製造業 ロイヤル・エンフィールド インド 8 月11日 40万ドル アンティオキア県エンビガドで同業者の既存工場を一部改修
し組み立てをスタート。インド国外では、アルゼンチンと並
び 2 番目の組み立てセンターとなった。月間160台の組み立
てを行い、直接・間接合わせて2,300人の雇用を見込む。

エネルギー SEBグループ
グリーン・イエロー

フランス 9 月 8 日 100万ドル フランスのSEBグループは、同じくフランスのグリーン・
イエローと共同で、100万ドルを投じてアンティオキア県リ
オネグロに約 1 万2,000平方メートルの太陽光発電プラント
を建設。

〔出所〕 各社発表および報道などから作成

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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（コロンビア）



29日、コロンビア側では2020年12月15日に議会承認がおり、その後コロンビア側の憲法裁判所での承

認手続きも完了したため、2022年 8 月 5 日に外交上の公文の交換が行われた。同条約は 9 月 4 日より

効力が生じる。これにより両国の経済関係が一層緊密化し、投資の流れが促進されることが期待され

る。

日本とのEPA交渉については、18分野のうち既に16分野で合意に至っている。2022年 8 月に大統

領に就任した左派のグスタボ・ペトロ氏は、選挙戦時には貿易協定の見直しを公約に掲げており、交

渉の行方は不透明だ。一方で、両国経済界からは早期締結を望む声が上がっている。

表 6　コロンビアの対日主要品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位：1,000ドル、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

コーヒー、紅茶、スパイス 201,283 216,312 46.2 7.5 自動車製品、部品 246,854 385,149 30.4 56.0
鉱物性燃料 75,419 99,138 21.2 31.4 鋳鉄、鉄鋼 197,450 388,436 30.6 96.7
植物 52,006 54,105 11.6 4.0 ボイラー、機械および部品 191,622 240,923 19.0 25.7

花卉 49,018 52,310 11.2 6.7 光学機器および映像記録機器 51,584 53,547 4.2 3.8
食用フルーツ 2,824 1,722 0.4 △ 39.0 ゴムおよび同製品 50,298 31,426 2.5 △ 37.5

食品、飲料、たばこ 24,005 34,126 7.3 42.2 鋳鉄製品、鉄鋼製品 8,584 11,567 0.9 34.8
鋳鉄、鉄鋼 23,099 25,774 5.5 11.6 合計（その他含む） 879,124 1,268,938 100.0 44.3
化学品 14,157 11,840 2.5 △ 16.4
金属および同製品 5,886 11,217 2.4 90.6
真珠、貴石 2,093 6,966 1.5 232.8
動物および同製品 1,709 2,073 0.4 21.3

魚など 1,595 1,940 0.4 21.6
菓子 1,119 860 0.2 △ 23.2
合計（その他含む） 402,401 467,829 100.0 16.3

〔出所〕国家統計庁（DANE）

主要経済指標
①人口：5,105万人（2021年） 2019年 2020年 2021年
②面積：114万1,748km 2 ④実質GDP成長率（％） 3.2 △7.0 10.7
③ １ 人当たりGDP：6,156ドル
　（2021年）

⑤消費者物価上昇率（％） 3.80 1.61 5.62
⑥失業率（％） 9.5 13.4 11.0
⑦貿易収支（FOB）（100万米ドル） △ 10,782 △ 10,130 △ 15,259
⑧経常収支（100万米ドル） △ 14,808 △ 9,258 △ 17,892
⑨外貨準備高（グロス）（100万米ドル） 51,973 58,248 57,745
⑩対外債務残高（グロス）（100万米ドル） 138,683 154,507 171,339
⑪為替レート（ １ 米ドルにつき、
コロンビア・ペソ、期中平均） 3,280.83 3,694.85 3,743.59

〔注〕  ①④の2021年は推計値。④の2020年、⑧の2020年、2021年、⑩の2020年、2021年は暫定値。④の2019年、
⑦⑧の2019年、⑨⑩の2019年は確定値。⑦国際収支ベース（財のみ）     

〔出所〕  ①④～⑦：国家統計庁（DANE）、②：アグスティ・コダシ国土地理院（IGAC）、③⑨⑪：IMF、⑧⑩コロンビア中
央銀行     

（お問い合わせ先）

海外調査部　米州課　

ORB-latin@jetro.go.jp

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所
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イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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